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議第 41号 

 

 

令和５年度南伊豆町公共下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和５年度南伊豆町公共下水道事業会計予算は、次に定めるところによ

る。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 水 洗 化 戸 数           666 戸 

 （２） 年 間 排 水 量        377,700 ㎥ 

 （３） 一 日 平 均 排 水 量         1,035 ㎥ 

 （４） 主要な建設改良事業 

     公共下水道整備事業（汚水）   33,050 千円 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

     収 入 

  第１款 下水道事業収益        226,794 千円 

   第１項 営 業 収 益         38,727 千円 

   第２項 営業外収益        188,067 千円 

 

     支 出 

  第 1款 下水道事業費用        222,799 千円 

   第１項 営 業 費 用        200,535 千円 

   第２項 営業外費用         15,569 千円 

   第３項 特 別 損 失         5,695 千円 

   第４項 予 備 費         1,000 千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 44,354 千円は、引継金

10,497 千円、当年度分損益勘定留保資金 33,857 千円で補てんするものとす

る。） 

     収 入 

  第１款 資 本 的 収 入      106,182 千円 

   第１項 他 会 計 繰 入 金      76,682 千円 

   第２項 国 県 補 助 金       4,500 千円 

   第３項 企 業 債      24,600 千円 

   第４項 負担金及び分担金        400 千円 

 

     支 出 

  第１款 資 本 的 支 出      150,536 千円 

   第１項 建 設 改 良 費      40,946 千円 

   第３項 企 業 債 償 還 金      108,590 千円 

   第８項 予 備 費       1,000 千円 

 

 （特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する

債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ 7,613 千円

及び 43,228 千円である。 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道事業 24,600 千円 証書借入 政府資金は指定利

率、その他は 2.0％

以内。 

借入先の貸し付け条

件による。ただし、財

政等の都合により据
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ただし、利率見直し

方式で借り入れる

政府資金について

は、利率見直しを行

った後に、当該見直

し後の利率。 

置期間及び償還限度

を短縮し、もしくは

繰上償還又は低利債

に借換することがで

きる。なお、起債の全

部又は一部を翌年度

へ繰越して借り入れ

ることができる。 

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、300,000 千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

 （１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の相互間流用 

 （２） 建設改良費及び企業債償還金の相互間流用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費は、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費の金額を流用する場合は、議会の議決を経なければならな

い。 

 （１） 職員給与費         15,528 千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、122,001 千円である。 

 

令和５年２月 21日提出 

 

賀茂郡南伊豆町長 岡 部 克 仁 



（単位：千円）　

予 定 額 備 考

１
下水道事業
収益

226,794 

１ 営業収益 38,727 
主たる営業活動か
ら生ずる収益

１ 下水道使用料 38,700 下水道使用料

３
その他営業収
益

27 

２ 営業外収益 188,067 
主たる営業活動以
外から生ずる収益

４ 他会計補助金 102,680 一般会計補助金

７
長期前受金戻
入

85,387 

償却資産の取得または
改良に伴い交付された
補助金等の減価償却額
の見合い分

収　　入

令和５年度 南伊豆町公共下水道事業会計予算実施計画

款 項 目

収 益 的 収 入 及 び 支 出
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（単位：千円）　

予 定 額 備 考

１
下水道事業
費用

222,799 

１ 営業費用 200,535 
主たる営業活動に
要する費用

１ 管渠費 5,038 
管渠の維持管理に
係る費用

２ ポンプ場費 1,774 
ポンプ場の維持管
理に係る費用

３ 処理場費 18,283 
処理場の維持管理
に係る費用

５ 総係費 45,078 
事業経営全般に関
する経費

６ 減価償却費 129,939 固定資産償却費用

７ 資産減耗費 423 固定資産除却費用

２ 営業外費用 15,569 
金融及び財務活動
等に要する費用

１
支払利息及び
企業債取扱諸
費

12,569 
企業債利息及び一
時借入金利息

３
消費税及び地
方消費税

3,000 

３ 特別損失 5,695 

３
その他特別損
失

5,695 
企業会計移行に伴う前
年度消費税額等

４ 予備費 1,000 

１ 予備費 1,000 

支　　出

款 項 目
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（単位：千円）　

予 定 額 備 考

１ 資本的収入 106,182 

１
他会計繰入
金

76,682 

１
一般会計繰入
金

76,682 
建設改良に要する一
般会計補助金

２ 国県補助金 4,500 

１ 国県補助金 4,500 
建設改良に係る国庫
補助金

３ 企業債 24,600 

１ 企業債 24,600 
建設改良に係る企業
債

４
負担金及び
分担金

400 

１ 負担金 400 
都市計画下水道受益
者負担金

収　　入

款 項 目

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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（単位：千円）　

予 定 額 備 考

１ 資本的支出 150,536 

１ 建設改良費 40,946 

１
下水道施設改
良費

40,946 
建設改良に要する経
費

３
企業債償還
金

108,590 

１ 企業債償還金 108,590 企業債の元金償還金

８ 予備費 1,000 

１ 予備費 1,000 

支　　出

款 項 目
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 6,685 

減価償却費 129,939 

固定資産除却費 423 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,076 

長期前受金戻入額 △ 85,387 

受取利息及び受取配当金 0 

支払利息及び企業債取扱諸費 12,569 

固定資産売却損益（△は益） 0 

未収金の増減額（△は増加） 7,500 

未払金の増減額（△は減少） △ 37,085 

小計 35,726 

受取利息及び受取配当金 0 

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 12,569 

業務活動によるキャッシュ・フロー 23,157 

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 37,933 

有形固定資産の売却による収入 0 

無形固定資産の取得による支出 0 

無形固定資産の売却による収入 0 

その他の資産の取得による支出 0 

受益者負担金等による収入 386 

国庫補助金等による収入 4,091 

一般会計からの繰入金による収入 74,078 

投資活動によるキャッシュ・フロー 40,622 

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 24,600 

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 108,590 

その他の企業債による収入 0 

その他の企業債による支出 0 

他会計からの出資による収入 0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 83,990 

　資金増加額（又は減少額） △ 20,211 

　資金期首残高 46,112 

　資金期末残高 25,901 

令和５年度 南伊豆町公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで ）
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１　総　　括

給 与 費 明 細 書　

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

損益勘定
支弁職員

0 1 0 3,393 0 2,664 6,057

合 計 0 3 0 7,521 0 4,686 12,207

1,575  7,632

資本勘定
支弁職員

0 2 0 4,128 0 2,022 6,150  1,746   7,896

3,321  15,528

前
年
度

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合 計

比
 
較

損益勘定
支弁職員

合 計

資本勘定
支弁職員

管理職 時間外

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

扶 養 住 居 通 勤

前 年 度

本 年 度 318 0 246 67 285

区  分
宿日直 管理職特別 児　童 期末勤勉 合　計

（千円） （千円） （千円）

比　較 

（千円） （千円）

本 年 度 0 0 240 3,530 4,686

前 年 度

 比　較 

手 当 等 の 内 訳

区  分
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２　給料及び手当の増減額の明細書

増 減 額

（千円）

３　給料及び手当の状況

(１) 職員１人当りの給与

（千円）

給 料

給与改定に
伴う増減分

昇級、昇格に
伴う増加分

その他の
増減分

区 分

増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備　考

手 当

制度改正に
伴う増減分

その他の
増減分

区 分 企 業 職

令和５年４月１日
現　在

平均給料月額　(円) 289,269

平均給与月額　(円) 333,731

平均年齢　　　(歳) 45.00

令和４年４月１日
現　在

平均給料月額　(円)

平均給与月額　(円)

平均年齢　　　(歳)
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(３) 級別職員数

（級別の標準な職務内容）

　(２) 初任給

区分 企業職 一般職

高　校　卒 158,900 158,900

企業職

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

大　学　卒 185,200 185,200

区分

企業職

区分

５級 0 ５級

令和５年
４月１日

現在

６級 (1) 33.3

令和４年
４月１日

現在

６級

４級 0 ４級

２級 0 ２級

３級 2 66.7 ３級

計 3 100 計

１級 0 １級

６　級

企　業　職
(一般職と同じ)

主 事 補

区    分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

主　　事

技 師 補 主　　事 主任主事

係　　長 主　　幹 課　　長

技　　師 主任技師

技　　師
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(４) 期末手当・勤勉手当

６月 12月

本 年 度 2.200 2.200 4.40 有

前 年 度

一般職の制度 2.200 2.200 4.40 有

(５) 定年退職及び早期退職募集制度に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

(６) その他の手当

区　　分
支給期別支給率 支給率

合計
（月計）

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置

備　　　考

区　　分

20年
勤続の者

25年
勤続の者

35年
勤続の者

最高限度 その他の
加算措置

備考

一般職の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　　上

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期

退職特例措置
(３％～45％加算)

区　　　　　分 一般会計の制度と異同 差異の内容

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同
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１　本年度議決に係る分

令和５年度 792 792

3,168

事業予定額

3,960

期　間 金 額

3,168
令和６年度

から
令和９年度

3,168

積算シス
テム賃借

料

債務負担行為に関する調書

国県
補助
金

企業債 その他
下水道
使用料

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前年度末までの
支 払 義 務 発 生
( 見 込 ) 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

左 の 財 源 内 訳

期　間 金 額
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（単位：千円）

１．固　　定　　資　　産

（1）

イ 486,786

ロ 161,209

△ 4,973 156,236

ハ 3,107,264

△ 86,815 3,020,449

ニ 620,228

△ 38,151 582,077

ホ 0

0 0

ヘ 70

0 70

ト 0

4,245,618

（2）

イ 236

236

（3）

イ 0

ロ 0

0

4,245,854

２．流　　動　　資　　産

（1） 25,901

（2） 113

△ 6

（3）

26,008

4,271,862

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

現 金 預 金

未 収 金

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

基 金

長 期 貸 付 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

令和５年度 南伊豆町公共下水道事業会計予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

（令和６年３月３１日現在）

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 費 用
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３．固　定　負　債

（1）

イ 820,695

ロ 0

820,695

820,695

４．流　動　負　債

（1）

イ 106,653

ロ 0

106,653

（2） 6,143

（3）

イ 1,076

1,076

（4） 0

113,872

５．繰　延　収　益

（1） 2,550,781

（2）長期前受金収益化累計額 △ 85,387

2,465,394

3,399,961

６．資　本　金

（1）

イ 450,406

ロ 0

450,406

450,406

７．剰　余　金

（1）

イ 72,200

ロ 342,209

ハ 401

414,810

（2）

イ 当年度未処分利益剰余金 6,685

ロ 前年度繰越利益剰余金 0

6,685

421,495

871,901

4,271,862

そ の 他 流 動 負 債

負　　債　　の　　部

建設改良等の財源に充てるための企業債

建設改良等の財源に充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債

固 定 負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

企 業 債

未 払 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

固 有 資 本 金

資　　本　　の　　部

長 期 前 受 金

自 己 資 本 金

繰 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計
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１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　令和５年度より，地方公営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成している。

（１） 固定資産の減価償却の方法

　イ　有形固定資産

　　定額法

　　主な耐用年数

　　　建物 ８年～50年

　　　構築物 10年～50年

　　　機械及び装置 10年～20年

　　　工具器具備品 ５年～15年

（２）引当金の計上方法

　イ　退職給付引当金

　　退職手当組合に加入しており、当該組合に負担金を拠出し積立金の不足に等応じて

　発生する追加的な費用は、一般会計において措置するため計上しない。

　ロ　賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

　基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　ハ　法定福利費引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

　ける支出見込額に額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　ニ　貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計

　上している。

（３）消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

重要な会計方針及び財務諸表注記
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２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　間接法による。

（１）重要な非資金取引

　イ　現物出資の受入による資産の取得

　　該当事項無し。

　ロ　資産の交換

　　該当事項無し。

　ハ　ファイナンス・リース取引による資産の取得

　　該当事項無し。

　ニ　ＰＦＩ契約等による資産の取得

　　該当事項無し。

３　予定貸借対照表等に関する注記

（１） 資産が担保に提供されている場合

　　　　該当事項無し。

（２） 企業債の償還に要する資金の全部または一部を、一般会計または他の特別会計におい

　　　て負担している場合、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から

　　　起算して１年以内に償還のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる

　　　額は927,347,932円である。

（３） 保証債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務その他これらに準ずる債務

　　　　該当事項無し。

４　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントが1つのため、記載を省略している。

５　減損損失に関する注記

（１） 減損の兆候について

　イ　固定資産のグループ化の方法

　　公共下水道事業に使用している固定資産については、すべての固定資産が一体と

　なってキャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つの固定資産グルー

　プとしている。

　ロ　認められた減損の兆候の概要

　　減損の兆候は認められなかった。

　ハ　減損損失を認識するに至らなかった理由

　　該当事項無し。
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６　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　該当事項無し。

７　重要な後発事象に関する注記

　該当事項無し。

８　その他の注記

　該当事項無し。
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（単位：千円）

１

（１） 35,181

（２） 27 35,208

２

（１） 4,583

（２） 1,613

（３） 16,647

（４） 0

（５） 42,243

（６） 129,939

（７） 423

（８） 0 195,448

△ 160,240

３

（１） 0

（２） 0

（３） 102,680

（４） 85,387

（５） 1 188,068

４

（１） 12,569

（２） 2,879 15,448 172,620

12,380

５

（１） 0 0

６

（１） 0

（２） 5,695 5,695 △ 5,695

７ 0 0 0

6,685

0

6,685

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

受取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

予 備 費

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 特 別 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

営 業 外 費 用

経 常 利 益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

そ の 他 雑 収 益

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 費 用

令和５年度 南伊豆町公共下水道事業会計予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

営 業 収 益
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（単位：千円）

１ 固　　定　　資　　産

（1）

イ 486,786

ロ 161,209

0 161,209

ハ 3,069,331

0 3,069,331

ニ 620,651

0 620,651

ホ 0

0 0

ヘ 70

0 70

ト 0

4,338,047

（2）

イ 236

236

（3）

イ 0

ロ 0

0

4,338,283

２ 流　　動　　資　　産

（1） 46,112

（2） 7,613

0

（3） 0

53,725

4,392,008

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 費 用

令和５年度 南伊豆町公共下水道事業会計予定開始貸借対照表
（令和５年４月１日現在）

資　　産　　の　　部

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

現 金 預 金

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

基 金

長 期 貸 付 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計
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３ 固　定　負　債

（1）

イ 902,748

ロ 0

902,748

902,748

４ 流　動　負　債

（1）

イ 108,590

ロ 0

108,590

（2） 43,228

（3）

イ 0

0

（4） 0

151,818

５ 繰　延　収　益

（1） 2,472,226

（2）長期前受金収益化累計額 0

2,472,226

3,526,792

６ 資　本　金

（1）

イ 450,406

ロ 0

450,406

450,406

７ 剰　余　金

（1）

イ 72,200

ロ 342,209

ハ 401

414,810

（2）

イ 当年度未処分利益剰余金

ロ 前年度繰越利益剰余金 0

0

414,810

865,216

4,392,008

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

その他資本剰余金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金

負　　債　　の　　部

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債

建設改良等の財源に充てるための企業債

建設改良等の財源に充てるための企業債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

自 己 資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資　　本　　の　　部

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計
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令 和 ５ 年 度

南伊豆町公共下水道事業会計

予 算 実 施 計 画 明 細 書



収　 入

1 226,794

営 業 収 益 38,727

１ 下 水 道 使 用 料 38,700

３ そ の 他 営 業 収 益 27

営 業 外 収 益 188,067

４ 他 会 計 補 助 金 102,680

７ 長 期 前 受 金 戻 入 85,387

令和５年度 南伊豆町公共下水道事業会計予算実施計画明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 ・ 項 目 当年度予定額

２

1

下 水 道 事 業 収 益
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（単位：千円）

金 額

１ 下 水 道 使 用 料 38,700 下水道使用料

１ 手 数 料 23 証明書発行手数料等

６ 雑 収 入 4

１ 他 会 計 補 助 金 102,680 一般会計補助金

１ 国 庫 補 助 金 戻 入 51,207 国庫補助金の減価償却見合い分

２ 県 補 助 金 戻 入 24 県補助金戻の減価償却見合い分

３ 受 贈 財 産 評 価 額 戻 入 1,796 受贈財産評価額の減価償却見合い分

４ 工 事 負 担 金 戻 入 6,310 工事負担金の減価償却見合い分

５ 他 会 計 補 助 金 戻 入 26,050 一般会計補助金の減価償却見合い分

明 細

附 記節

- 24 -



支　　出

１ 222,799

営 業 費 用 200,535

１ 管 渠 費 5,038

２ ポ ン プ 場 費 1,774

３ 処 理 場 費 18,283

５ 総 係 費 45,078

当年度予定額

下 水 道 事 業 費 用

１

款 ・ 項 目
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（単位：千円）

金 額

11 通 信 運 搬 費 350 監視システム利用料

12 委 託 料 880 下水道台帳システム保守

13 賃 借 料 30 マンホールポンプ場用地借地料

14 修 繕 費 200 管渠修繕費

17 工 事 請 負 費 1,000 管渠維持工事費

21 動 力 費 2,578 マンホールポンプ場電気料

10 光 熱 水 費 21 水道料金

12 委 託 料 73 電気工作物保安点検

17 工 事 請 負 費 1,000 ポンプ場維持工事費

21 動 力 費 680 中継ポンプ場電気料

10 光 熱 水 費 69 水道料金・ガス料金

11 通 信 運 搬 費 208 非常通報装置利用料

12 委 託 料 6,506
汚泥運搬処分
火災報知器点検

17 工 事 請 負 費 1,000 処理場維持工事

21 動 力 費 10,210 処理場電気料

25 保 険 料 290 建物災害共済分担金

１ 給 料 3,393 職員1名分給料

２ 手 当 等 1,745 通勤・期末勤勉手当等

５ 法 定 福 利 費 1,399
共済組合負担金
退職手当組合負担金

890
509

６ 旅 費 60 普通旅費

８ 備 消 耗 品 費 77 マンホールカード・事務用消耗品

９ 燃 料 費 58 車両燃料代

11 通 信 運 搬 費 26 テレビ受信料

明 細

附 記節
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６ 減 価 償 却 費 129,939

７ 資 産 減 耗 費 423

営 業 外 費 用 15,569

１
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

12,569

３ 消費税及び地方消費税 3,000

特 別 損 失 5,695

３ そ の 他 特 別 損 失 5,695

予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

款 ・ 項 目 当年度予定額

４

２

３
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（単位：千円）

金 額

12 委 託 料 29,303
クリーンセンター等維持管理委託
徴収事務委託
その他の委託料

13 賃 借 料 1,435
電算システムリース料
駐車場使用料

1,425
10

14 修 繕 費 40 庁用車修繕費

22 会 費 負 担 金 6,920
日本下水道協会負担金
静岡県下水道協会等
窓口徴収事務負担金等

72
 74

6,774

25 保 険 料 28
下水道賠償責任保険料
町村有自動車共済保険料

13
15

26 印 刷 製 本 費 32 口座振替依頼書印刷費等

30 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 6 貸倒引当金

37 法 定 福 利 引 当 金 繰 入 額 92 法定福利引当金

38 賞 与 引 当 金 繰 入 額 464 賞与引当金

40 有形固定資産減価償却費 129,939 有形固定資産減価償却費

42 固 定 資 産 除 却 費 423 固定資産除却費

46 企 業 債 利 息 12,569
財政融資資金利息
金融機構資金利息

133
　12,436

51 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 3,000 納付に係る消費税関係

59 そ の 他 特 別 損 失 5,695

70 予 備 費 1,000

明 細

節 附 記

打ち切り決算に伴う特別損失
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収　 入

１ 106,182

他 会 計 繰 入 金 76,682

１ 一 般 会 計 繰 入 金 76,682

国 県 補 助 金 4,500

１ 国 県 補 助 金 4,500

企 業 債 24,600

１ 企 業 債 24,600

負担金及び分担金 400

１ 負 担 金 400

当年度予定額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入

款 ・ 項

４

１

２

３

目
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（単位：千円）

金 額

１ 一 般 会 計 繰 入 金 76,682 一般会計補助金

１ 国 県 補 助 金 4,500 防災・安全交付金　

１ 企 業 債 24,600
財政融資資金
金融機構資金

12,300
12,300

１ 受 益 者 負 担 金 400 都市計画下水道受益者負担金

明 細

附 記節
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支　 出

１ 150,536

建 設 改 良 費 40,946

１ 下 水 道 施 設 改 良 費 40,946

企 業 債 償 還 金 108,590

１ 企 業 債 償 還 金 108,590

予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

款 ・ 項

資 本 的 支 出

１

３

８

目 当年度予定額

- 31 -



（単位：千円）

金 額

１ 給 料 4,128 職員2名分給料

２ 手 当 等 1,588 通勤・期末勤勉手当等

５ 法 定 福 利 費 1,660
共済組合負担金
退職手当組合負担金

　1,040
620

12 委 託 料 9,100 管渠更新工実施設計委託

17 工 事 請 負 費 23,950
公共マス設置工事費
機械及び装置工事費

37 法定福利費引当金繰入額 86 法定福利費引当金

38 賞 与 引 当 金 繰 入 額 434 賞与引当金

62 企 業 債 償 還 金 108,590
財政融資資金償還金
金融機構資金償還金

　20,039
88,551

70 予 備 費 1,000

節

明 細

附 記
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